
　住宅金融支援機構本店

再就職
の役員
の数
（機構）

再就職の
役員の数
（国）

公益
法人
の
区分

国又は
都道府
県所管
の区分

応募
者数

事務所賃貸借等（首都圏業務
第二部）

契約担当役　戸村昌幸
東京都文京区後楽1-4-10

令和8年1月1日
日本郵政不動産株式会社
東京都千代田区大手町2-3-1

4010001190793

会計規程第25条第1項第3号
すでに当該場所を事務所として利用しており、移転に
よる作業負担、費用及び情報リスク管理を勘案する
と、当該場所において業務を安定的に継続して実施す
る必要があることから、同社と随意契約したものであ
る。

契約当事者間の約
定により非公表

契約当事者間の約
定により非公表

- － － － － －

事務所清掃等（首都圏業務第
二部）

契約担当役　戸村昌幸
東京都文京区後楽1-4-10

令和8年1月1日
ＪＰビルマネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内2-7-2

8010401093114
会計規程第25条第1項第3号
契約相手方がビル全体の清掃を行うこととされている
ため、同社と随意契約したものである。

8,326,296 8,326,296 100.00% － － － － －

引受並びに募集取扱契約(政
府保証第48回住宅金融支援機
構債券（グリーンボンド））

理事長　毛利信二
東京都文京区後楽1-4-10

令和8年1月7日

以下の者を代表者とする引受並びに募集
の取扱者

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区大手町1-5-5
ＳＭＢＣ日興証券株式会社
東京都千代田区丸の内3-3-1

6010001008845
7010001125714

会計規程第25条第１項
政府保証10年債を安定的かつ確実に発行するために
は、現状では引受団方式を採用することが最善と考え
られる。
引受団を代表できる者は限られており、競争性を有さ
ないことから、左記事業者と随意契約したものである。

47,025,000 47,025,000 100.00% － － － － －

募集委託契約(政府保証第48
回住宅金融支援機構債券（グ
リーンボンド））

理事長　毛利信二
東京都文京区後楽1-4-10

令和8年1月7日
株式会社みずほ銀行
東京都千代田区大手町1-5-5

6010001008845

会計規程第25条第１項
本件は、2025年度に発行する政府保証債の募集の一
連の事務を委託するものである。複数年度にわたり同
一事業者による一者応札が継続し、かつ、今後も継続
が見込まれるため参加確認公募手続を行ったところ、
他の参加希望届の提出がなかったため、左記事業者
と随意契約したものである。

予定価格を公表す
ることにより機構の
事務又は事業に支
障を生じるおそれが
あるため非公表

契約金額を公表しな
いことが通例となっ
ている契約形態で、
相手方との契約によ
り実際に個別の金額
を公表しないことと
なっているため非公
表

- － － － － －

引受並びに募集取扱契約(貸
付債権担保第225回住宅金融
支援機構債券)

理事長　毛利信二
東京都文京区後楽1-4-10

令和8年1月22日

ＳＭＢＣ日興証券株式会社
東京都千代田区丸の内3-3-1
ゴールドマン・サックス証券株式会社
東京都港区虎ノ門2-6-1
野村證券株式会社
東京都中央区日本橋1-13-1

7010001125714
9010401059056
6010001074037

会計規程第25条第１項第６号
本件は、貸付債権担保住宅金融支援機構債券の特殊
な商品性を踏まえ、起債運営能力、販売能力、市場発
展に向けた取組、起債運営に関する提案能力等を考
慮した企画競争方式による評価を行って主幹事候補
証券会社を選定し、評価点の順位に応じ分類した上
で、起債スケジュール・見込額をもとに順次指名して、
契約する必要がある。本業務について、企画競争手続
により契約相手方を選定し、随意契約したものである。

132,990,000 132,990,000 100.00% － － － － －

令和８年度金融・証券関連専
門講座派遣研修

契約担当役　戸村昌幸
東京都文京区後楽1-4-10

令和8年1月29日
シグマベイスキャピタル株式会社
東京都中央区日本橋蛎殻町1-21-4

9010001046776

会計規程第25条第1項第6号
本件は、金融・証券分野におけるプロフェッショナルな
人材を早期に育成するため、最前線の金融・証券分野
における理論と実務への応用の体系的な習得を図る
ための研修を外部に委託するものである。本件業務の
履行が可能な者は左記事業者であるとして、本件業務
の委託を受ける意思のあるものの有無を公募により確
認する手続を行ったところ、参加申込書の提出がな
かったため、左記事業者と随意契約したものである。

5,197,800 5,197,800 100.00% － － － － －

（注）会計規程第30条の２に基づく公表である。

公益法人の場合

備考

契約情報の公表について（随意契約）

工事の名称、場所及び期間又
は

物品役務等の名称及び数量
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契約を締
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落札率
(％)
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(円)
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(円)


